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平成３０年度施政方針並びに予算案大綱 

 

平成３０年第１回市議会定例会の開会に当たり、提案いたしました

議 案 等 の 説 明 に 先 立 ち 、 施 政 方 針 並 び に 予 算 案 の 大 綱 に つ い て 説 明 

申し上げます。  

 

１ 市政運営の基本的な考え方 

私が平成２７年５月に市長に就任してから、間もなく４年目を迎え

よ う と し て い ま す 。 厳 粛 な る 信 託 を い た だ き ま し た 市 民 の 皆 様 、   

そして、これまで市政運営に御支援、御協力を賜りました議員各位に

対し、改めまして、心から感謝を申し上げる次第であります。  

この３年間を振り返りますと、「安心と活力に満ち、笑顔輝くまち 

づくり」を政策の基本に掲げ、その実現に向けて、「震災復興の総仕上げ」

と「安全・安心のまちづくり」、そして「地方創生」の三つを柱に、   

全力で、そして丁寧に、一つひとつの施策に取り組んでまいりました。  

そして、日々の暮らしに寄り添う市政運営を心掛け、積極的に市民

の皆様の声を聴く機会の充実を図るため、これまでに２３学区すべて

の 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 皆 様 と の 懇 談 会 を 開 く と と も に 、 各 種 団 体 の 

関係者や若い学生の方々など、各方面に幅広く、そして数多くの皆様

と対話を重ねながら、いただいた貴重な御意見・御要望を市政に反映

すべく、市民の皆様と共に歩むまちづくりを進めてまいりました。  

お陰様で、昨年１月には震災復興のシンボルでありますスポーツ・
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文化活動の広域交流拠点「日立市池の川さくらアリーナ」が、また、

７ 月 に は 新 た な ま ち づ く り の 拠 点 で あ り 、 防 災 拠 点 施 設 と も な る  

「市役所新庁舎」が、それぞれ供用を開始いたしました。  

本市復興の象徴とも言えるこれら大型事業の概成により、計画的に

進めてまいりました復旧・復興事業にも一区切りがつき、「安全・安心

のまちづくり」を更に一歩進ませることができたものと考えております。 

思 い 返 し ま す と 、 私 た ち は 、 ７ 年 前 の 東 日 本 大 震 災 の 経 験 か ら 、  

自然との共生の難しさ、人と人との絆の大切さ、さらには、災害への

備 え の 重 要 性 を 学 び ま し た 。 し か し な が ら 、 施 設 の 整 備 な ど 、 目 に  

見 え る 形 で の 復 興 が 進 む 一 方 で 、 災 害 の 記 憶 は 、 と も す れ ば 時 間 の  

経 過 と と も に 薄 れ が ち と な っ て し ま い ま す 。 震 災 復 興 の 総 仕 上 げ が

「 画竜点睛
がりょうてんせい

を 欠 く 」 こ と の な い よ う 、 震 災 の 記 憶 や 教 訓 を 、 世 代 を  

越えてしっかりと共有しながら、市民の皆様、そして企業、各種団体等

との連携・協働により、地域全体で防災力の強化に努めてまいります。  

何より、市政運営の基本は、市民の皆様が安全に、そして安心して

暮 ら せ る ま ち づ く り を 進 め て い く こ と に あ る と 考 え て お り ま す 。  

「安心」は、私たちの身の回りにある不安や心配を取り除いて初めて

得られるものであり、「安全」もまた、私たちの周囲にある危険を取り

除いてこそ、成り立つものと考えます。  

行 政 の 役 割 と し て は 、 こ う し た 市 民 の 皆 様 の 心 配 事 や 危 険 な 事 を 

で き 得 る 限 り 払 拭 し な が ら 、 日 々 の 暮 ら し に 寄 り 添 う こ と が 肝 要 で 

あります。安全・安心のための施策につきましては、今後とも時機を

逃 す こ と な く 、 防 災 ・ 防 犯 体 制 の 整 備 は も と よ り 、 地 域 医 療 体 制 の  
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確保や空き家対策などにも、積極的に取り組んでまいります。  

先日、総務省が公表した平成２９年の人口移動報告によりますと、

全国の市町村の７６．３％が転出超過で、東京圏への人口一極集中が

依然加速しております。景気が上向き、進学や就職などを機会に若い

世 代 が 全 国 か ら 流 入 し て い る こ と が 要 因 と 考 え ら れ て お り 、 こ れ を 

是 正 す べ く 、 国 は 新 た に 大 学 改 革 な ど に よ り 、 東 京 圏 か ら 地 方 へ の 

「ひと」の流れを創る取組を進めようとしております。  

この報告において、日立市は転出超過数が全国の市町村で７番目に

多い結果でありました。このような中、本年２月には人口が１８万人

を下回る状況となりましたが、これまでの転出超過数を前の年と比較

した推移では、平成２６年をピークに、総合戦略を策定した平成２７

年 以 降 、 徐 々 に で は ありますが、その減少の幅に縮小傾向が見られる  

ようになってまいりました。  

「 地 方 創 生 の 取 組 」 に つ き ま し て は 、 こ う し た 人 口 の 動 態 や 国 の  

動きを踏まえ、「地方創生元年」、「実践の年」、そして「加速の年」と

し て 取 り 組 ん で き た ３ 年 間 の 成 果 を 活 か し な が ら 、 計 画 期 間 の 目 標 

年次となる平成３１年度に向け、総合戦略４年目となる本年を「深化

の年」と位置づけ、優先すべき取組を整理し、その質を高め、新たな

成長と展開を図ってまいります。  

併せて、市政運営の基本となる「総合計画後期基本計画」の２年目

として、これまで着実に取り組んできた「安全・安心のまちづくり」

や 「 地 方 創 生 の 流 れ 」 を し っ か り と 受 け 継 ぎ な が ら 、 社 会 の 潮 流 を  

大局的に見据え、複雑・多様化する市民ニーズを的確に把握しつつ、
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重点プロジェクト「ひたち創生戦略プラン」などの進行管理を行い、

各種施策をより一層推進してまいります。  

さらに、平成３０年度には、「福祉」、「教育」、「産業」、「都市基盤」、

「生活環境」における多くの計画が期間満了を迎えることから、後期

基 本 計 画 と の 整 合 性 を 図 り な が ら 、 分 野 ご と の 新 た な ま ち づ く り の 

指針として、鋭意、計画の改定を進めてまいります。  

さて、本市を取り巻く国内の状況に目を転じますと、我が国の経済は、

平成２４年末から長期にわたり、緩やかな回復基調が続いております。 

５年間のアベノミクスの効果により、２８年ぶりとなる、８四半期

連 続 の プ ラ ス 成 長 が 続 く と と も に 、 ４ 年 連 続 の 賃 上 げ に よ り 、 民 需  

主導の力強い経済成長が実現し、デフレ脱却への道筋を着実に進んで

いると言われております。しかし、地方においては、いまだ景気回復

の実感は乏しいとの声も聞かれ、今後は人口減少を背景とする地方の 

人手不足への対応が、より一層求められております。  

こうした中、本年１月の通常国会冒頭、安倍首相は、施政方針演説で、

長時間労働の慣行打破などを進める「働き方改革」や「一億総活躍社会」

の実現に向けた「人づくり革命」、さらには「生産性革命」に言及し、

攻めの投資を力強く支援することで、少子高齢化という「国難」とも

呼 ぶ べ き 危 機 に 直 面 し て い る 今 こ そ 、 新 た な 国 創 り の 時 だ と し て 、  

新しい時代を切り開いていくという考えを示されました。  

また、茨城県では、昨年９月に就任された日立市出身の大井川知事

が、「新しい豊かさ」、「新しい安心安全」、「新しい人財育成」、「新しい

夢・希望」の４つの「新しい茨城づくり」を掲げ、「県民が日本一幸せ
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な県」の実現に向けた取組を全力で進めようとされております。  

さらに、時を進め、来年の平成３１年を見通しますと、天皇陛下の

御退位により３０年続いた「平成」が新元号となるほか、本県で４７年

ぶり２回目となる「いきいき茨城ゆめ国体・ゆめ大会」の開催、加えて

本市では、「市制施行８０周年」となる節目の年を迎えるとともに、新たな

「鳩が丘障害者福祉施設」の供用開始や市役所新庁舎「第２期工事・

大屋根広場」の完成、そして、「公設地方卸売市場」の跡地を活用した商業

施設がオープンする予定など、重要な取組が開花する一年となります。  

平 成 ３ ０ 年 度 は 、 こ う し た 社 会 ・ 経 済 情 勢 に 適 切 に 対 処 し つ つ 、  

国や茨城県と連携を図り、将来を見通しながら、「みんなの笑顔が輝く、

ひ と に や さ し い ま ち 、 若 者 に 選 ば れ る ま ち 」 を 目 指 し て 、 先 に 申 し  

上げた総合戦略の取組と後期基本計画における施策や事業を力強く推進

してまいります。  

 

２ 予算案の概要 

次に、予算案の概要について申し上げます。  

まず、現在、国会で審議中の、国の予算の概要についてであります。 

平成３０年度の国の一般会計予算は、対前年比０．３％増の「９７兆

７，１２８億円」となっており、国の経済見通しでは、平成３０年度

の国内総生産の成長率を２．５％程度、実質では１．８％程度と見て

おります。  

 続 い て 、 地 方 財 政 計 画 を 見 ま す と 、 通 常 収 支 分 の 計 画 規 模 は 、   

前年度比０．３％増の「８６兆９，０００億円」となっており、その
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うち、地方交付税は、「１６兆８５億円」と、前年度比２％の減となり

ましたが、「まち・ひと・しごと創生事業費」につきましては、引き続き

「１兆円」が計上されております。  

 一方、通常収支分とは別枠の東日本大震災分においても、「約１兆  

２，１００億円」を設定し、復旧・復興事業等について、地方の所要

の事業費及び財源を確実に確保しています。  

 次に、茨城県の一般会計予算ですが、前年度とほぼ同規模の「１兆  

１，１１６億８，８００万円」であります。  

 歳入では、県税収入を３．３％の増としておりますが、地方交付税

が３．４％の減、県債が臨時財政対策債の減などにより１．５％の減

となっています。  

歳出では、義務的経費が０．６％の増となっておりますが、投資的

経費は前年度と概ね同規模で、一般行政費は２．６％の減となっています。 

 さて、本市の平成３０年度の予算であります。  

 予算編成に当たりましては、「地方創生と人口減少対策」、「安全・安心

のまちづくり」、「震災復興から未来展望へ」の３つを大きな柱として

掲げ、基金の弾力的な活用や、国・県からの補助金・交付金の積極的な

活用を図り、本市の将来を見据えた、未来を拓くまちづくりにつながる

事業に取り組むべく、積極的な予算編成を行いました。  

 まず、全会計の合計といたしましては、前年度に比べ２．３％増の   

「１，２４０億１，１４０万円」、一般会計は、前年度に比べ６．８％、「４８億

５，１００万円」増の「７５６億７，０００万円」となっております。  

 こ れ は 、 地 方 創 生 の ４ 年 目 、 後 期 基 本 計 画 の ２ 年 目 を 迎 え 、 こ れ  
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ま で 取 組 を 進 め て き た 人 口 減 少 対 策 を 始 め 、 子 育 て 世 代 に 対 す る  

切れ目のない支援や、雇用の確保、若者定住・交流応援、女性の活躍

支援などの地方創生事業の更なる深化を図ったこと、また、地域医療

体 制 の 充 実 な ど の 安 全 ・ 安 心 の 確 保 、 さ ら に は 、 茨 城 港 日 立 港 区   

第 ３ ふ 頭 地 区 整 備 事 業 や 、 新 た な 産 業 立 地 用 地 の 確 保 な ど 、 将 来 を  

見据えた取組に重点的な予算配分を行ったものであります。  

 特別会計は、７会計合計で４．１％減の「４８３億４，１４０万円」

となっております。特に、国民健康保険事業特別会計は、１４．６％、

「 ２ ７ 億 ６ ， ７ ５ ６ 万 円 」 の 大 幅 な 減 と な り ま し た 。 こ れ は 、 こ れ   

までの市町村ごとの運営から、都道府県が運営主体となる大きな制度

改正に伴い、国庫支出金や共同事業拠出金などの歳入が皆減となった

ことにより、予算規模が縮小したことによるものであります。  

 次に一般会計の歳入であります。  

 市税は１．９％、「５億１，０６０万円」減の「２６６億５，２２３万円」

を 計 上 い た し ま し た 。 主 な 内 訳 を 申 し 上 げ ま す と 、 個 人 市 民 税 は 、  

納税義務者数の減少などにより１．１％減の「９８億８，０００万円」、

また、法人市民税は、大きな変動要因がないことから前年同額程度の  

「２１億３００万円」、固定資産税 は、評価 替えに伴 う減など に よ り  

２．５％減の「１１０億９，３３１万円」としております。  

 また、地方交付税は、前年度の交付実績などを踏まえ、例年ベース

の「５０億円」を計上いたしました。  

 国庫支出金は、臨時福祉給付金が終了したことや大甕駅南北こ線橋

整 備 事 業 の 完 了 に 伴 う 社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 の 減 な ど に よ り 、  
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６．０％、「７億１，６５８万円」減の「１１２億９，５５８万円」を

計上しております。  

 市 債 は 、 新 庁 舎 建 設 事 業 及 び 学 校 給 食 共 同 調 理 場 建 設 事 業 が 事 業 

の 進 捗 に 伴 い 増 と な る こ と に 加 え 、 南 部 地 区 消 防 庁 舎 整 備 事 業   

の 着 手 や 小 ・ 中 学 校 の 改 築 事 業 の 増 に よ り 、 ４ ７ ． ３ ％ 、「 ２ ９ 億   

６，４１０万円」増の「９２億２，７２０万円」を計上しております。  

 基金からの繰入金は、４７．３％、「３１億１，８９４万円」増の    

「９７億１，４５７万円」を計上しました。これは、地方創生の取組

を 更 に 推 し 進 め る た め 、 基 金 の 弾 力 的 な 活 用 に よ り 時 機 を 逃 さ な い  

財政出動を行い、積極的な施策の展開を図るものであります。  

なお、財政調整基金繰入金については、「１４億３，３７４万円」増の

「２７億２，１３６万円」となります。これは、ふるさと寄附金積立

分を寄附の目的に沿った事業へ「７億３，２００万円」繰り入れるほか、

地方創生の深化を図るため、通常積立分から「１６億２，０００万円」

の 繰 入 れ を 行 っ た も の で あ り ま す 。 ま た 、 市 債 償 還 基 金 繰 入 金 は 、  

これまで取り組んできた復旧・復興のための大型事業に対する地方債の

償還に対応するため、「１６億８７７万円」増の「５７億９，８８５万円」

としております。  

 続いて歳出について申し上げます。  

 義務的経費につきましては、人件費が１．３％の増、扶助費が臨時

福祉給付金給付事業の減により０．４％の減となりましたが、公債費

が大甕駅周辺地区整備事業や、諏訪小学校改築に伴う元金償還の開始 

などにより３．４％の増となるため、全体では０．９％増の「３４５億
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８，０４５万円」となっております。  

 投 資 的 経 費 は 、 久 慈 小 学 校 を 始 め と し た 各 学 校 の 改 築 や 第 ２ 期 の 

新庁舎建設事業、さらに学校給食共同調理場建設事業などの普通建設

事業費の大幅な増額により、４１．９％、「５１億６，１６８万円」増

の「１７４億７，７４１万円」となりました。  

 

３ 平成３０年度の主な事業 

次に、平成３０年度の主な事業について申し上げます。 

（１）健やかで安心して暮らせるまち（福祉・医療） 

第 １ は 、 健 や か で 安 心 し て 暮 ら せ る ま ち を 目 指 す 、 福 祉 ・ 医 療 に  

ついてであります。このまちに住みたい、住み続けたいと感じていた

だくには、市民の皆様の暮らしに寄り添った福祉・医療の更なる充実

が 必 要 で あ り 、 子 ど も か ら 高 齢 者 ま で 全 て の 市 民 が 、 安 心 し て 生 き  

生きと充実した日々を送ることができる環境づくりを進めてまいります。 

子 ど も 福 祉 で は 、 若 者 交 流 の よ り 一 層 の 促 進 を 始 め 、 結 婚 新 生 活  

支援の拡充や、子育て世代包括支援センター「すこやか  ひたち」を  

中心とした相談体制の充実、そして新たに、産後の母体の心とからだ

の 健 康 保 持 を 目 的 と し て 、 産 婦 健 康 診 査 へ の 助 成 を 開 始 す る な ど 、  

若 者 や 子 育 て 世 代 へ の 出 会 い か ら 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育 て ま で の  

切れ目のない支援の更なる充実を図ります。 

ま た 、 お お く ぼ 保 育 園 の 完 成 に 向 け た 整 備 を 進 め る と と も に 、  

「（仮称）はなやま認定こども園」の園舎建設本体工事に着手するほか、

待機児童対策の一環として、保育士の確保に努め、ニーズを踏まえた
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保育定員の適正化に努めます。 

高齢者福祉では、平成３０年度からの新たな「高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画」に基づき、地域包括支援センターや、地域の支え

合 い に よ る 支 援 体 制 づ く り の つ な ぎ 役 と な る 生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー 

ターを増やすなど、超高齢社会に対応するための「地域包括ケアシス

テム」構築を進めます。 

また、今後増加が見込まれる認知症高齢者への支援策として、引き

続き「認知症カフェ」や「認知症サポーター養成講座」を開催するほか、

高 齢 者 の 孤 立 化 や 閉 じ こ も り を 防 ぎ 、 介 護 予 防 を 進 め る た め 、 外 出  

支援の取組を拡充します。 

さ ら に 、 高 齢 者 が い つ で も 気 軽 に 集 え る 「 元 気 カ フ ェ 」 の 増 設 や  

萬春園の再整備検討を始めるなど、住み慣れた地域で、安心して生き

生きと暮らせる環境づくりを地域や関係機関と連携しながら進めます。 

障害者福祉については、「第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉 

計 画 」 に 基 づ き 、 障 害 の あ る 方 を 支 え る サ ー ビ ス の 充 実 や 就 労 支 援  

など、社会参加の機会の充実を推進するほか、鳩が丘障害者福祉施設

の平成３１年４月の供用開始を目指し、引き続き整備を進めます。 

地域福祉については、「地域福祉計画」の改定を始め、貧困の連鎖   

を防ぐ取組となる、生活困窮世帯の子どもたちを支援する「学習支援事業」 

に引き続き取り組むほか、地域の子どもたちに温かい食事と楽しい居場所

を提供する「地域子ども食堂」の運営に対する支援を増やすなど、地域の

支え合いによる地域福祉の推進を図ります。 

地 域 医 療 に つ い て は 、 茨 城 県 や 医 師 会 、 医 師 派 遣 大 学 な ど の 関 係  
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機関と連携しながら、医師や看護師などの医療従事者の確保を進める

とともに、救急医療を始め地域医療を担う地域支援病院や公的病院等

への支援を引き続き行い、今後求められる在宅医療等の分野を含めて

地域医療体制の更なる拡充に努めてまいります。 

特に、市内で安心して出産できる分娩体制の維持、さらには周産期

医 療 体 制 の 再 構 築 に 向 け て 、 引 き 続 き 、 東 京 医 科 大 学 に 対 し て 寄 附  

講 座 の 協 定 に 基 づ く 産 科 医 師 派 遣 を 要 請 す る と と も に 、 県 内 唯 一 の 

医 師 養 成 大 学 で あ る 筑 波 大 学 に 対 し て も 産 婦 人 科 な ど の 医 師 派 遣 を 

要請していくなど、更なる連携強化を図ります。 

さらに、日立医療圏内で唯一の臨床研修病院で、ロボット手術支援

システム「ダ・ヴィンチ」を有する日立総合病院に対し、その更新に

要する経費を支援し、高度専門医療の充実に取り組みます。 

健康づくりについては、国民健康保険加入者を対象とする特定健康

診 査 の 自 己 負 担 金 を 無 料 化 し 、 受 診 率 の 向 上 に 努 め ま す 。 併 せ て 、  

健診データに基づく保健指導を継続するとともに、医師会等との連携

により、死亡原因の第１位であるがん対策や、生活習慣病の発症及び

重症化の予防に取り組むなど、市民の健康寿命の延伸を図ってまいります。 

 

（２）人と文化をつくるまち（教育・文化） 

第 ２ は 、 人 と 文 化 を つ く る ま ち を 目 指 す 、 教 育 ・ 文 化 に つ い て で  

あ り ま す 。 ひ た ち ら し さ を 発 信 で き る 特 色 あ る 教 育 を 充 実 さ せ 、   

子どもを取り巻く環境の変化に対応し、子どもたちが夢や希望、目標

を持ち、その実現を図ることができるように取り組むとともに、本市
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の 伝 統 を 継 承 し て い く た め に 、 文 化 や 芸 術 の 更 な る 振 興 と ス ポ ー ツ 

環境の整備に取り組んでまいります。 

学 校 教 育 で は 、 本 市 の 目 指 す 子 ど も た ち の 姿 な ど を 明 ら か に す る 

「 学 校 教 育 振 興 プ ラ ン 」 の 改 訂 を 始 め 、 児 童 生 徒 が 減 少 す る 中 に   

あっても、子どもたちの資質や能力を伸ばすことができる学習環境を

整える「学校適正配置計画」の策定に取り組みます。 

ま た 、 新 学 習 指 導 要 領 へ の 円 滑 な 移 行 に 向 け 、 小 学 校 か ら の 英 語  

教育をより一層充実させるためのＡＬＴ増員などに取り組むとともに、

「学校運営協議会制度」を検討するためのモデル校を増やし、学校、  

保護者、地域住民の更なる連携により、地域全体で子どもたちの豊かな 

「育ち」を確保するための仕組づくりを進めます。 

学習環境の充実では、引き続き久慈小学校と豊浦小学校の改築工事

を進めるとともに、日高小学校と中里中学校の改築に向けた設計業務

等 を 行 う ほ か 、 学 校 の ト イ レ 改 修 や 図 書 室 へ の エ ア コ ン 設 置 な ど に 

計画的に取り組みます。また、経済的な理由で就学困難な新入学児童

生徒に対しまして、平成３０年度就学者から学用品費の入学前支給を

可能とすることで、保護者の負担軽減を図るとともに、卒業後の本市

への定住を促すため、引き続き市奨学金返還者への補助を行います。 

学校給食については、保護者が負担する給食費は据え置いたまま、

食材購入の市負担分を増額して質の向上に取り組むほか、新たな「学校

給食共同調理場」の整備と「アレルギー対応食」の提供に向けた取組を

進め、より安全でおいしく、魅力的な給食の提供と食育推進を図ります。 

放課後や週末等の子どもの居場所づくりについては、「放課後子ども
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教 室 」 を 拡 充 す る と と も に 、 教 育 プ ラ ザ に お い て 新 た に 開 設 す る   

学 習 室 に 学 習 支 援 員 を 配 置 す る 「 は て な ？ に 答 え る 学 習 室 事 業 」 に  

取り組むことで、子どもたちへの学習支援の充実に努めます。また、

市内２か所目となる「適応指導教室」を教育プラザに開設し、不登校

の児童生徒への支援を強化してまいります。 

文化・芸術については、「文化振興指針」に基づく文化振興セミナー

や「茨城県北芸術祭フォローアップ事業」などを開催するほか、親善・

友好都市との関係を強化し、市民相互の交流事業の充実を図ります。

ま た 、 本 市 の 伝 統 を 未 来 に 継 承 す る 取 組 と し て 、 ユ ネ ス コ 無 形 文 化  

遺産である「日立風流物」の展示施設等の整備検討を進めるとともに、

「長者山遺跡」などの国史跡指定に向けた取組を進めます。 

生涯スポーツでは、引き続き「ラジオ体操」の普及を図るとともに、  

「いきいき茨城ゆめ国体・ゆめ大会」の開催に向け、市民運動公園駐車場

の拡張や野球場のスコアボード改修を推進し、さらに市民のスポーツに 

対する関心を高め、まちの活性化を図るべく、トップアスリートによる 

競技を開催するなど、「池の川さくらアリーナ」の積極的な活用を図ります。 

 

（３）活力ある産業のまち（産業） 

第３は、活力ある産業のまちを目指す、産業の振興についてであり

ます。県内有数のものづくりのまちとして、進化し続ける産業都市を

目指し、「商工振興計画」、「水産振興計画」及び「観光物産振興計画」

を改定し、各産業分野の振興施策の充実と支援体制の強化を図ります。 

工業の振興については、日立地区産業支援センターと連携し、もの
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づくりを支える中小企業のニーズに対応した、きめ細かな支援を引き

続き行い、地域産業の活性化に取り組みます。 

また、国の掲げる生産性革命を後押しするため、中小企業の設備投資

を支援するほか、引き続き、６次産業化への支援や、東京圏の学生や

企業等を対象とした「オーダーメイド型体験プログラム」を提供する

ことで、本市への人の流れを創出し、将来にわたり持続可能な産業基盤

の確立を目指します。 

産 業 立 地 に つ い て は 、 安 定 し た 雇 用 の 創 出 に 向 け て 、 企 業 活 動 を  

促進するため、産業団地の整備による立地用地の確保に取り組みます。 

雇用対策では、働き方改革の意識醸成に向けたセミナーの開催や、

女 性 が 働 き や す い 職 場 環 境 の 整 備 を 支 援 す る な ど 、 安 心 し て 働 け る 

職場づくりの支援に取り組みます。 

商業の振興については、中心市街地活性化のため、ドリンクラリー

開催を支援するほか、空き店舗の利活用や大型商業施設へのテナント

出店などの支援に取り組みます。さらに、まちの活力を高めるため、

公設地方卸売市場跡地を活用した商業機能の誘導により、新たなにぎ

わい拠点の整備を進めます。 

農林水産業の振興では、地域資源を活用した魅力ある地域づくりの

ため、中里地区の農産物直売施設等の整備支援を行うとともに、引き 

続きイノシシ等の有害鳥獣による農作物への被害防止に取り組むほか、

地元水産物の普及促進に向け、共同加工施設の設置を支援します。 

物 流 ネ ッ ト ワ ー ク の 拠 点 整 備 に つ い て は 、 引 き 続 き 茨 城 県 や 港 湾 

関連企業等と連携し、茨城港日立港区における第３ふ頭地区の整備を
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進めるとともに、第５ふ頭地区の日立ＬＮＧ基地拡張に対応するなど、

港湾機能の強化を図ります。 

観光の振興については、かみね動物園開園６０周年を記念して着手

した新獣舎「はちゅウるい館」の整備を進めるとともに、更なる魅力  

創出を目指して、「ニホンザル舎」の再整備に向けた基本実施設計を 

行 い ま す 。 ま た 、 奥 日 立 き ら ら の 里 の 遊 具 改 修 を 始 め 、 既 存 の 観 光  

拠点やものづくりの都市に培われた産業資産などを活用し、積極的に

情 報 発 信 を 行 い な が ら 、 集 客 力 を 高 め る 取 組 を 強 化 す る と と も に 、  

海上アスレチック・プールを含めた海のにぎわいづくりの検討など、

地域の魅力ある観光資源を十分活かした観光振興に取り組みます。 

 

（４）都市機能が充実したまち（都市基盤） 

第 ４ は 、 都 市 機 能 が 充 実 し た ま ち を 目 指 す 、 都 市 基 盤 に つ い て で  

あります。本格的な人口減少時代にあって、急速な少子・超高齢化が

進む中、これまでに整備されたまちの資産を有効活用しながら、社会

情勢の変化に対応した計画的で効率的な投資を進めることで、将来に

わたって持続可能なまちづくりを推進してまいります。 

市 街 地 整 備 に つ い て は 、 コ ン パ ク ト で 機 能 的 な ま ち づ く り 形 成 に 

向けた「都市計画マスタープラン」の改定に併せ、「立地適正化計画」

の策定を進めるほか、山側住宅団地の再生に向けた検討を進めます。 

また、大甕駅の駅舎や自由通路の完成を目指すとともに、日立駅周辺の

にぎわいづくり、常陸多賀駅周辺の都市機能強化に向け、市街地再開発 

事業の可能性も含めた、駅周辺における地区整備の在り方を検討します。 
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幹 線 道 路 に つ い て は 、 慢 性 的 な 渋 滞 解 消 を 図 る た め 、 国 道 ６ 号 の  

日立バイパスⅡ期区間や大和田拡幅、国道２４５号の４車線化など、

引き続き国県に対して早期完成に向けた事業の推進を強く要望すると

ともに、地域間の連絡性を高めるため、日立笠間線「真弓ルート」の

早期事業化や山側住宅団地を連絡する道路のルート検討などを進めます。 

生 活 道 路 に つ い て は 、 市 民 の 暮 ら し を 支 え 、 安 全 で 快 適 に 移 動 で  

きる道路環境を確保するため、東滑川町地内の市道３号線や茨城大学

工学部正門前の市道２４号線などの道路改良を進めるとともに、橋梁

の 長 寿 命 化 、 道 路 舗 装 の 修 繕 、 街 路 樹 の 更 新 な ど 、 ラ イ フ サ イ ク ル  

コストの縮減を踏まえた計画的な維持・保全を図ります。 

公 共 交 通 に つ い て は 、 高 齢 者 は も と よ り 、 誰 も が 利 用 し や す く 、  

ま た 、 生 活 の 利 便 を 確 保 し 、 円 滑 な 移 動 が 確 保 で き る 地 域 公 共 交 通  

ネットワークの構築を目指して、ひたちＢＲＴ第Ⅱ期区間の本格運行

に 向 け た 整 備 や 第 Ⅲ 期 区 間 の ル ー ト 検 討 を 進 め る と と も に 、 新 た な 

経営体制となった交通事業者や地域と連携を図りながら、公共交通の

一層の充実に努めます。 

公園・緑地については、潤いとやすらぎのある、快適な公園環境の

整 備 や 適 切 な 維 持 管 理 に 取 り 組 み ま す 。 ま た 、「 い き い き 茨 城 ゆ め  

国体・ゆめ大会」の開催などより、多くの人々が来訪することを踏まえ、

本 市 の 最 大 の 資 源 で あ る 「 海 」 と い う 自 然 環 境 を 身 近 に 感 じ ら れ る  

憩いの空間として、「東滑川海浜緑地」の再整備を進めます。 

河 川 ・ 水 路 に つ い て は 、 引 き 続 き 田 尻 川 の 調 整 池 整 備 や 河 口 防 災  

対 策 に 取 り 組 む と と も に 、 水 木 町 や 久 慈 町 地 区 の 冠 水 対 策 を 進 め 、  
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都市型水害への対応を含めた総合的な治水対策を推進します。 

住環境整備については、市営滑川団地の建替えに向けて実施設計を

進めます。また、空き家対策としては、相談体制の整備・充実を図り

ながら、管理不全の空き家に対する助言、指導を行うとともに、茨城  

大学との連携による「空き家利活用モデル事業」を推進します。 

さ ら に 、 こ れ ま で の 「 定 住 促 進 住 宅 取 得 等 支 援 事 業 」 を 「 ひ た ち   

子 育 て 応 援 マ イ ホ ー ム 取 得 助 成 事 業 」 に リ ニ ュ ー ア ル し 、 本 市 へ の  

転入者に対する助成金加算を創設するとともに、ひたちＢＲＴ沿線に

おける住環境整備の検討を進めるなど、多世代が暮らせる地域づくり

や、若年層を中心に定住が進む、良好な住環境の形成を図ります。 

上下水道については、人口減少等に伴う料金、使用料収入の減少が 

見込まれる中で、上下水道の安定的なサービス提供を継続するため、 

中長期的な視点に立った「上下水道事業経営戦略」を策定し、経営基盤の

強化を図るとともに、引き続き施設の更新及び耐震化を着実に進めます。 

 

（５）安全で環境にやさしいまち（生活環境） 

第 ５ は 、 安 全 で 環 境 に 優 し い ま ち を 目 指 す 、 生 活 環 境 に つ い て で  

あります。本市の地域資源を活かしながら、市民の誰もが安全で安心

して暮らせる、快適で住みよい生活環境の整備を進めてまいります。 

自然環境の保全と創造については、引き続き家庭用太陽光発電シス

テ ム 、 エ ネ フ ァ ー ム 及 び 蓄 電 池 の 設 置 費 に 対 し て 助 成 を 行 う ほ か 、  

昨年１２月に設置した「日立市新エネルギー推進協議会」の意見など

を踏まえ、新エネルギー導入の促進を図ります。また、平成３０年度
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を初年度とする「第３次環境基本計画」に基づき、本市における環境

の保全及び創造に関する施策を総合的に推進します。 

ごみ・資源については、将来にわたり計画的なごみ処理の推進を図る

ため、「一般廃棄物処理基本計画」の改訂に着手するとともに、社会情勢

の変化に対応した「ごみ収集システム」の見直しとして、集積所まで  

ごみを運べない高齢者世帯等を支援する取組の検討を進めてまいります。 

消防・救急については、高齢化の進行などにより増加する救急需要

に対応するため、引き続きラピッド方式ドクターカーの運営を始め、

救急救命士有資格者の増員と養成を進めるとともに、車両及び資機材

などを計画的に更新するほか、南部地区消防庁舎の整備を進め、更なる

消防力の強化を図ります。 

防 災 ・ 減 災 で は 、 災 害 時 に お け る 広 報 手 段 を 強 化 す る た め 、 防 災  

行政無線のデジタル化を推進してまいります。また、今後策定予定の

「日立市広域避難計画」を市民に広く周知するため、「広域避難計画 

ガイドブック」を作成し、市内全世帯に配布いたします。 

防犯・交通安全の推進については、市民が安全で安心できるまちの

実現に向けて、計画的に防犯カメラの設置を進めるとともに、防犯灯

の設置状況等に関する調査の実施結果を踏まえ、早期の完全ＬＥＤ化

に向けて、積極的な支援を行います。 

墓 地 ・ 葬 祭 場 に つ い て は 、 多 様 化 す る 墓 地 需 要 に 対 応 す る た め 、  

鞍 掛 山 霊 園 内 に 「 合 葬 式 墓 地 」 の 整 備 を 進 め る と と も に 、 イ ン タ ー  

ネットを利用した「火葬場予約システム」を導入してまいります。 
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（６）みんなで築くまち（協働） 

第６は、みんなで築くまちを目指す、協働についてであります。 

人口減少と少子高齢化、市民意識の多様化が進む中、将来にわたり

持続可能な、そして、市民や各種団体と行政が連携・協働した自助・

共助・公助によるまちづくりを進めてまいります。 

行政とコミュニティ、各種団体との協働については、ひたちらしさの

象徴ともいえる本市のコミュニティ活動が、「いきいき茨城ゆめ国体・

ゆめ大会」の開催を契機として活性化するよう、花いっぱい運動や環境

美化活動など地域の絆や一体感を醸成する取組を推進しながら、将来に

向けた活動について、コミュニティ関係者との協議を進めます。 

男女共同参画については、女性の就業や社会参画を促進するため、

引き続き資格取得に要した経費の一部助成や人材育成事業を実施する

ほか、「男女共同参画をすすめるつどい」の開催などを通して、更なる

啓発に努めます。 

広聴広報機能の充実では、市報やケーブルテレビ、市ホームページ

な ど 多 様 な 媒 体 の 一 層 の 充 実 を 図 る と と も に 、 Ｓ Ｎ Ｓ な ど Ｉ Ｃ Ｔ を 

効果的に活用し、全庁的に市政情報やまちの魅力などを積極的に発信

し ま す 。 併 せ て 、 市 民 ニ ー ズ を 的 確 に 把 握 し 、 施 策 に 活 か す た め 、   

広聴機能の更なる充実を図るなど、情報の受発信を効果的に行うことで、

行政と市民が、お互いに顔が見える、より開かれた市政を目指します。 

ま た 、 シ テ ィ プ ロ モ ー シ ョ ン の 取 組 で は 、 交 流 人 口 の 拡 大 と 定 住  

人口の確保を図るため、「日立市シティプロモーション戦略」に基づき、

「行ってみたいまち」、「住みたいまち」、「住み続けたいまち」として、
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本 市 の 認 知 度 や イ メ ー ジ が 向 上 し 、 シ ビ ッ ク プ ラ イ ド が 醸 成 さ れ る 

よう、「ひたちらしさ」の積極的かつ効果的な発信に取り組みます。 

その一環として、新田次郎氏の小説「ある町の高い煙突」の映画化

を 、 市 民 ・ 企 業 ・ 行 政 の 三 位 一 体 で 支 援 し 、「 も の づ く り の ま ち 」、   

「さくらのまち」としての本市のルーツを広く発信してまいります。 

行政経営においては、引き続き「第７次行財政改革大綱」の推進に

取り組むとともに、「日立市情報化推進指針」に沿って、ＩＣＴの活用

を図り、効率的・効果的な行政の情報化を進めます。 

 

４  結び 

以上が、平成３０年度の施政方針並びに予算案の大綱であります。  

去る２月２５日に閉会した「 平
ぴょん

昌
ちゃん

オリンピック」では、日本選手団

の活躍が大いに話題となりました。  

本市におきましても、希望に湧いた明るい話題として、地域の将来

を担う若者の活躍が数多くあり、日立市を全国にアピールしております。 

一例として、明秀学園日立高等学校では、来る３月２３日に甲子園

球 場 で 開 幕 す る 「 選 抜 高 等 学 校 野 球 大 会 」 へ の 初 出 場 が 決 定 い た   

しました。本市からの出場は、実に２９年ぶりの快挙であり、私も、皆様と

一緒に、元気と感動を与えてくれる高校球児の活躍を応援し、日立の

まちを盛り上げていきたいと考えております。  

この活躍する若者たちを育くむ我が日立市は、豊かな自然に恵まれ、

市民、企業、行政が一丸となって、「ものづくり、ひとづくり、まち   

づくり」に、独自の文化と歴史を刻んできたまちであります。  
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私たちの暮らす「ふるさと日立」を次の世代につないでいくには、  

「ひたちらしさの活用」による地方創生が重要な鍵を握っております。

これまで「ないものねだり」から「あるもの探し」へと発想を転換し、

地域資源の掘り起こしを行ってまいりましたが、「池の川さくらアリーナ」

と「市役所新庁舎」が新たなシンボルとして仲間入りした今、次なる

展開として、特色あるひたちらしさを更に活用していく方策を探究し、

交流人口の拡大や地域活力の向上につなげるなど、新たなステージと

し て 「 あ る も の 磨 き 」 に 力 を 注 ぐ こ と が 、 ふ る さ と 日 立 に お け る   

“新たな地方創生”へのヒントになるものと考えております。  

加えて、本市復興に一区切りがついた今、「震災復興から未来展望へ」

をキーワードに、次の時代を見据えた新たなまちづくりの種をまき、

そして明日の芽生えに備えてまいりたいと考えております。  

来る平成３０年度は、私に与えられた任期４年の市政運営を集大成

する一年となりますが、これまでの常識にとらわれない大胆な発想や

アイデアを結集し、新たな雇用や産業を呼び込むとともに、県北地域

における経済・文化の中心都市として、地域全体をけん引していくに

ふ さ わ し い 、 次 代 に つ な ぐ イ ン フ ラ の 構 築 な ど 、 地 域 の 将 来 発 展 に  

つながる施策の創造に、力強く挑戦していく考えであります。  

「チャレンジは未来を動かす原動力」という信念のもと、引き続き

初心を忘れず、市民の皆様の御期待に添えるよう、誠実一途、市政運営

に全力で取り組んでまいる所存でありますので、何とぞ、議員各位の、

なお一層の御支援、御協力をお願い申し上げますとともに、十分なる  

御審議を賜りますよう、お願い申し上げます。  


